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１. 16年3月期の連結業績（平成15年4月1日～平成16年3月31日）

(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年3月期 4.4 7,881 43.2 8,243 35.8

15年3月期 5,503 6,072

  

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年3月期 348 0.79    ③会計処理の方法の変更 無
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年3月期

15年3月期

(注)期末発行済株式数(連結)

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

16年3月期

15年3月期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  22　社 　　持分法適用非連結子会社数　  -  社 持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規） 　 1 社  （除外）　  -  社 持分法（新規）　  -  社   （除外）　　1 社

２. 17年3月期の連結業績予想(平成16年4月1日～平成17年3月31日)

　
百万円 百万円 百万円

中間期

通  期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　△２２円１９銭 

※上記の予想は、現時点における事業環境において、入手可能な情報に基づき作成したものであります。
　実際の業績は、今後の様々な要因により予想値と異なる可能性があります。
　なお、業績予想に関する事項は添付資料の11ページを参照して下さい。

384,729,044株

経　常　利　益

383,073,103株

154,549

152,222

株  主  資　本 株主資本比率

16年3月期

16年3月期

キャッシュ・フロー

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

16年3月期

368,865

353,453

平成16年5月18日

83百万円

売    上    高 営  業  利  益

△ 2.3
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317,798

総  資  産

財務活動による

田 端 三 郎 司

１株当たり
当期純利益

385,205,216株

△ 86.9

△ 54.6
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 １.企 業 集 団 の 状 況  

 

当社企業集団の連結範囲は、連結財務諸表提出会社（以下当社）と、連結子会社２２社、持分

法適用関連会社１社より構成されており、主な事業内容は、菓子・食品、薬品等の製造販売であ

ります。また、企業集団を構成している連結子会社２２社の取引概要は下図のとおりであります。 

 

（食料事業） 
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子会社等の議 
決権に対する 

所有割合 
関係内容 

名称 住所 
資本金 

(百万円) 
主要な事業 

の内容 直接 
所有 
(％) 

間接 
所有 
(％) 

役員の 
兼務等 
(名) 

資金 
援助 

営業上 
の取引 

設備の 
賃貸借 

その他 

(連結子会社)                     
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２.経営方針 

 

（１） 経営の基本方針 

当社グループは、「夢と楽しさ、いのちの輝きを大切にし、世界の人々の心豊かな 

くらしに、貢献します」を企業理念に掲げ、「おいしさと健康」を創造するグローバル

企業として、これからもお客さまにとって価値のある商品・サービス・情報を提供して

まいります。 

 そして、お客さまの喜びを大切にすることを第一に、社員一人ひとりの個性も尊重

しながら、健全な収益体制のもとで活力ある発展を目指し、社会への責務を果たして

まいります。 

 

（２） 利益配分に関する基本方針 

当社グループは、長期的な観点より内部留保の充実を図り、事業の拡大と財務体質 

の強化に努めるとともに、株主の皆様への適正かつ安定的な利益還元を基本方針とし

ております。 

当期の期末配当金につきましては、１株につき３．５円を予定しており、これによ 

り中間配当金を加えました通期の配当金は１株当たり７円となります。 

 

（３） 中長期的な経営戦略と会社の対処すべき課題 

当社グループでは、「強くておもしろい会社」の実現をキーワードとした中期経営 

計画「チャレンジ２００５」を策定し、各事業の売上高拡大と構造改革による体質転

換の両面から収益力の強化を進めており、平成１８年３月期に、売上高４，０００億

円，経常利益１６０億円、当期純利益７０億円を達成すべく、次の各項目に鋭意取り

組んでおります。 

① 各カンパニーの事業展開方向 

 ・食料カンパニーでは、チョコレート・キャンデー・ガム・ココア等の各カテゴリー

の強化を図るとともに、高付加価値で差別性のある商品分野への事業拡大を積極的

に行ってまいります。  

・薬品カンパニーでは、感染症と中枢神経系の２領域に集中・特化した「スぺシャリ

ティ ファーマ」として、その事業基盤をより強固なものにするため、営業力の強化、

研究開発のスピードアップ、中国・アジア市場への展開強化等の諸課題に引き続き

取り組んでまいります。 

・ヘルスケアカンパニーでは、拡大を続ける健康関連市場において確固たる地位を確

立すべく、「イソジン」「ザバス」「カラダナビ」の３大ブランドを中心に、食薬兼

業の強みを生かした事業展開を進めてまいります。 

② 構造改革の実施 

トータルコストを削減し、ローコストオペレーションを実現すべく、生産体制の最
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適化、人事処遇体系の抜本的な見直し、棚卸資産の圧縮、収益還元価値の低い資産

の売却、間接業務の集約・効率化等の諸施策を実施してまいります。 

 

 （４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社では、スピーディかつ質の高い意思決定と透明性の高い経営を実現すべく、 

コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。 

取締役会は１２名中 2 名を社外取締役とし、「経営の重要事項を決定する」「業務執

行監督する」という機能を担っております。なお、経営の透明性と客観性を高める目

的から、取締役と執行役員の候補者を取締役会に推薦する「指名委員会」と、取締役

と執行役員の 1 年間の業績評価と報酬案について検討する「報酬委員会」を、社外取

締役 2 名を含む取締役 4 名の体制で設置しております。 

また、当社は監査役制度採用会社であり、監査役会は4名中 2名を社外監査役とし、

監督機能の強化を図っております。 

コンプライアンス面では、企業活動を展開する上で遵守すべき具体的な行動規範と

して「企業行動憲章」を制定し、全ての役員および従業員がこれを厳守することに努

めているほか、担当役員を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するなど、体

制の強化を図っております。また、事業の遂行に当たっては、安全・安心な商品・サ

ービスを提供し続けられるよう、細心の注意を払っております。 

今後も、コーポレート・ガバナンス充実の観点から、当社にとって最適の経営管理

体制を常に追求してまいりたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務執行 

経営の重要事項の決定 
業務執行の監督 株 主 総 会

取 締 役 会 監 査 役 会

指 名 委 員 会

報 酬 委 員 会

社 7
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推移しました。 

なお、国内連結子会社（１０社）の業績につきましては、主力の砂糖は前年並みに推 

移し、その他の菓子・食品も新商品の開発と販促活動が奏効し、総じて順調に推移しま

した。 

  一方、海外連結子会社（３社）の業績につきましては、明治製菓シンガポール社は堅

調に推移しましたが、スタウファー・ビスケット社は米国内の競争激化により減売とな

りました。 

 

●薬品事業 

薬品におきましては、昨年４月における健康保険の本人負担割合の引上げ、特定機能

病院での入院医療の診療報酬包括化導入など、種々の医療制度改革による薬剤費抑制策

が一段と強化されつつあり、業界環境は益々厳しさを増しております。 

また、農薬・動物薬につきましても、市場の縮小に加え、生産者の低価格志向が一段 
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Ⅱ．財政状態 

１．当期の概況 
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２．次期の見通し 

次期のキャッシュ・フローに影響を与えると思われる重要な事項は、以下のとおりです。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

  退職給付制度の変更による特別損失に伴い、税金等調整前当期純損失となる見込みで 

すが、退職給付引当金の増加によりキャッシュ・フローの増減には影響しないため、営

業収入の増加等に伴い、営業活動によるキャッシュ・フローは当期に比べて増加する見

込みであります。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

  生産設備の新設・増強等に伴い、有形固定資産の取得による支出が増加するため、投

資活動によるキャッシュ・フローは当期に比べて支出の増加となる見込みであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

  配当金の支払いは当期と同額の予定でありますが、投資活動に要する資金を確保する

ために、新規の資金調達を見込んでおり、有利子負債残高は当期に比べて増加する見込

みであります。 

 

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 

株主資本比率（％） 46.4 46.3 47.9 46.8 

 

  46055年

 1  TD <970 <9444> 8537192A60510.52  Tm�(1  TD <970 <9444> )9�65.8826T959256  TD�78E3.98AT�Q7





（単位：百万円）

期      別

   科       目 金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ

 27,339  25,752  1,587

 20,110  17,293  2,817

 4,000  5,000 △ 1,000

 12,149  11,237  912

 4,305  1,758  2,547

 5,107 6,383 △ 1,276

 60  70 △ 10

 5,550  5,675 △ 125

 662  407  255

 15,767  8,012  7,755

 95,052 28.8  81,591 25.7  13,461

Ⅱ    

20,000 20,000 －

 22,542  26,688 △ 4,146

 13,105  10,055  3,050

 17,959  20,194 △ 2,235

 422  461 △ 39

 3,986  4,098 △ 112

 78,015 23.6  81,498 25.6 △ 3,483

 173,068 52.4  163,089 51.3  9,979

   

 2,441 0.8  2,486 0.8 △ 45

   

Ⅰ  28,363 8.6  28,363 8.9  －

Ⅱ  34,935 10.6  34,935 11.0  －

Ⅲ  84,575 25.6  86,969 27.4 △ 2,394

Ⅳ その他有価証券評価差額金  9,133 2.7  2,915 0.9  6,218

Ⅴ △ 1,355 △ 0.4 △ 754 △ 0.2 △ 601

Ⅵ △ 1,103 △ 0.3 △ 206 △ 0.1 △ 897

 154,549 46.8  152,222 47.9  2,327

 330,059 100.0  317,798 100.0  12,261負債、少数株主持分及び資本合計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

為替換算調整勘定

自 己 株 式

少 数 株 主 持 分

少 数 株 主 持 分

資 本 の 部

資 本 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

社 債

長 期 借 入 金

長 期 繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

設 備 支 払 手 形

そ の 他

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

薬 品 返 品 調 整 引 当 金

売 上 割 戻 引 当 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

コ マ ー シ ャル ペー パー

負 債 の 部

当連結会計年度 前連結会計年度
対前年増減

(H16.3.31現在) (H15.3.31現在)

構成比率(%) 構成比率(%)
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（２）比較連結損益計算書
（単位：百万円）

期      別

   科       目 金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 368,865 100.0 353,453 100.0  15,412 104.4

Ⅱ 213,626 57.9 204,879 58.0  8,747 104.3

155,239 42.1 148,574 42.0  6,665 104.5

10 0.0 20 0.0 △ 10 50.0

155,249 42.1 148,594 42.0  6,655 104.5

Ⅲ  

103,845 100,967  2,878

43,420 41,732  1,688

101 390 △ 289

147,367 40.0 143,090 40.4  4,277 103.0

7,881 2.1 5,503 1.6  2,378 143.2

Ⅳ  

36 56 △ 20

376 393 △ 17

2,566 2,719 △ 153

83 132 △ 49

3,063 0.8 3,302 0.9 △ 239 92.8

Ⅴ  

1,318 1,486 △ 168

1,383 1,247  136

2,701 0.7 2,733 0.8 △ 32 98.8

8,243 2.2 6,072 1.7  2,171 135.8

Ⅵ  

1,039 2,161 △ 1,122

473 1,972 △ 1,499

121 38  83

133 62  71

1,768 0.5 4,235 1.2 △ 2,467 41.7

Ⅶ  

4,824 2,143  2,681

806 1,746 △ 940

－ 440 △ 440

－ 229 △ 229

675 239  436

6,306 1.7 4,799 1.3  1,507 131.4

3,705 1.0 5,507 1.6 △ 1,802 67.3

4,963 1.3 4,679 1.3  284 106.1

△ 1,930 △ 0.5 △ 2,001 △ 0.5  71 96.5

324 0.1 160 0.0  164 202.5

348 0.1 2,670 0.8 △ 2,322 13.0

百分比(%) 百分比(%) 百分比(%)

当連結会計年度 前連結会計年度7171284.2TD /F1 9.75  Tf�76944E9378> 33 0  TD 0  Tc <8185  Tc 0  Tw (1,039)6.3. 2 T D  / F 1  9 . B 0 w 9 5 5 3 9 5 A A 9  T c  ( . 2 T D , 2 8 4 1 D 6  ( 1 . 0 )  T j � 5 4  1 6 B 8 D B 9 2 A A , 0 3 9 ) 6 . 3 . 2 T D , 9 6 . 5 C 8  1 2 � 0   T w  6 / F 1  9 . � 4 0 C E 9 D C E 9 D 9 .  1 2 � 0   T w  6   T 8 F 9 8 4 1 8 C 8  1 9 D   T w  6 / F  ( 1 , 0 3 9 ) 6 . 3





（４）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
期 　 別

科 　 目
金　　額 金　　額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー  

践A結会蛍"�
科 　 目

金　　額 金　　額�
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

平成 16 年３月 31 日現在所有する子会社のうち、重要な子会社 22 社を連結しております。連結の範

囲から除外した非連結子会社の総資産合計、売上高合計、純損益及び利益剰余金等合計の、連結総資

産、連結売上高、連結純損益及び連結利益剰余金等に対する割合はいずれも５％以下であり、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。なお、（株）アステカについては重要性が増加したため、

当連結会計期間から連結の範囲に含めることといたしました。 

 

連結子会社 （株）明商、道南食品（株）、蔵王食品（株）、（株）ロンド、明治産業（株）、 

       明治チューインガム（株）、岡山県食品（株）、四国明治（株）、太洋食品（株）、 

       �）、連
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算日は 12 月 31 日でありますが、連結財務諸表の作成にあたっては、2003 年 12月 31 日現在の財務諸

表を使用しております。また、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

その他有価証券 時価のあるもの・・・決算期末日の市場価格等に基づく時価法。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定。） 

              時価のないもの・・・移動平均法による原価法。 

② デリバティブ 

時価法。 

③  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・半製品・仕掛品は、主として総平均法による原価法。 

原材料・貯蔵品は主として総平均法による低価法。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

親会社及び国内連結子会社は、有形固定資産は主として定率法、無形固定資産は定額法によって

おります。但し、親会社において平成７年４月１日以降取得した不動産賃貸事業用の建物・構築物

等については定額法を採用しております。また、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法によっております。また、在外連結子会社は主として定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物及び構築物     １０年～５０年 

  機械装置及び運搬具    ４年～  ９おりま  
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④ ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約等を外貨建債権債務取引に付すことで、将来の円貨でのキャッシュ・フローを固定し

ていることから、振当処理を実施しており、事後テストの要件は満たしております。また、事前

テストとして、為替予約等の契約締結時に親会社及び連結子会社のリスク管理方針に従っている

ことを確認しております。 

なお、特例処理によっている金利スワップについては、ヘッジの有効性評価を省略しておりま

す。 

 

（７） その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の処理方法 

      消費税等の計上方法は税抜方式を採用しております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

      連結調整勘定の償却は５年間および１５年間で均等償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

     連結剰余金計算書の作成に採用した利益処分の取扱方法は、連結会計年度中に確定した利益処分に基

づいて作成しております。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 
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注記事項 

［連結貸借対照表関係］   

  当連結会計年度  前連結会計年度 

1. 減価償却累計額 207,656 百万円  202,672 百万円 

       

2. 非連結子会社及び関連会社の株式等      

 投資有価証券（株式） 1,653 百万円  7,226 百万円 

 その他 1,409 百万円  340 百万円 

 （関係会社出資金）      

       

3. 担保資産及び担保付債務      

 担保に供している資産は次のとおりであります。      

  預金 - 百万円  45 百万円 

  建物 29,266 百万円  30,849 百万円 

  機械装置 - 百万円  1,011 百万円 

  工具器具備品 - 百万円  16 百万円 

  土地 703 百万円  703 百万円 

  投資有価証券 896 百万円  193 百万円 

 担保付債務は次のとおりであります。      

  長期借入金 7,172 百万円  9,010 百万円 

  （一年以内返済予定長期借入金含む）      

 

4.  保証債務 

連結会社以外の会社及び従業員の金融機関からの借入に対して、次のとおり保証を行っております。 

 明菓興産（株） 1,006 百万円  931 百万円 

 外関係会社 

（対象会社数） 

704 

      

百万円 

(2 社) 
 

862 

 

百万円 

(４社) 

 従業員 1,486 百万円  2,233 百万円 

 計 3,197 百万円  4,027 百万円 

 

5. 受取手形割引高 18 百万円  104 百万円 

 

6.  当社の発行済株式総数       普通株式   385,535,116 株          385,535,116 株 

  当社の保有する自己株式の数    普通株式        2,462,013 株       462,871 株 

  持分法適用関連会社の保有する   普通株式        － 株              103,461 株 

自己株式の数 
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［連結損益計算書関係］ 

 当連結会計年度  前連結会計年度 

 

1. 販売費及び一般管理費の主要な費目は次の通りであります。 

 販売促進費 51,211 百万円  販売促進費 50,766 百万円 

 給料賃金 20,098 百万円  給料賃金 18,048 百万円 

 賞与引当金繰入額 2,476 百万円  賞与引当金繰入額 3,416 百万円 

 役員退職慰労    役員退職慰労   

 引当金繰入額 95 百万円  引当金繰入額 128 百万円 

        

        

 

2. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  16,688 百万円   17,738 百万円 

 

3. 固定資産売却益のうち主なものは、次の通りであります。 

 土地売却益 464 百万円  土地売却益 1,965 百万円 

 

4. 固定資産廃棄損の内訳は、以下の通りであります。 

 建物及び構築物 190 百万円  建物及び構築物 881 百万円 

 機械装置 556 百万円  機械装置 440 百万円 

 その他 59 百万円  その他 424 百万円 

 計 806 百万円  計 1,746 百万円 

 

 

［連結キャッシュ・フロー計算書関係］ 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当連結会計年度  前連結会計年度 

現金及び預金勘定 11,271 百万円  15,632 百万円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △582 百万円  △341 百万円 

現金及び現金同等物 10,688 百万円  15,290 百万円 

      

      

 

 

 

 

 

 

 







⑤有価証券関係

　当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年3月31日現在）
（単位：百万円）

連結貸借対照表
取得原価 計上額 差額

連結貸借対照表計上額が （１）株  式 8,881 24,434 15,553
取得原価を超えるもの （２）債  券 500 500 0

（３）その他 46 52 6
小　計 9,427 24,987 15,559

連結貸借対照表計上額が （１）株  式 197 168 △ 29
取得原価を超えないもの （２）その他 129 107 △ 21

小　計 327 276 △ 51
         合  計 9,754 25,263 15,508

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

売却額 1,473 百万円
売却益の合計額 1,039 百万円
売却損の合計額 － 百万円

３．時価評価されていない主な有価証券（平成16年3月31日現在）
（単位：百万円）
連結貸借対照表

種  類 計上額
(1)非上場株式 1,032

（店頭売買株式を除く）
(２)優先出資証券 1,000

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成16年3月31日現在）
（単位：百万円）

種  類 １年以内 １年超５年以内 ５年超
(1)債券 　社 債 － 500 －
(2)その他 － － 98

         合  計 － 500 98

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について58百万円減損処理を行っております。
      なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得価額に比べて50％以上
     下落した場合には減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮し、
     必要と認められた額について減損処理を行っております。

種  類

その他有価証券

その他有価証券
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　前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）

連結貸借対照表
種  類 取得原価 計上額 差額
連結貸借対照表計上額が （１）株  式 5,932 11,756 5,823
取得原価を超えるもの （２）債  券 500 500 0

（３）その他 44 44 0
小　計 6,477 12,301 5,824

連結貸借対照表計上額が （１）株  式 3,299 2,589 △ 710
取得原価を超えないもの （２）債  券 500 457 △ 42

（３）その他 129 86 △ 42
小　計 3,928 3,133 △ 795

         合  計 10,406 15,434 5,028

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成14年4月1日　至平成15年3月31日）

売却額 2,477百万円
売却益の合計額 2,161百万円
売却損の合計額 15百万円

３．時価評価されていない主な有価証券（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）
連結貸借対照表

種  類 計上額
(1)非上場株式 1,118

（店頭売買株式を除く）
(2)債券　社債 40
(3)優先出資証券 1,000

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成15年3月31日現在）
（単位：百万円）

種  類 １年以内 １年超５年以内 ５年超
(1)債券 　社 債 40 457 500
(2)その他 ― ― 80

合　計 40 457 581

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について336百万円減損処理を行っております。
      なお、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得価額に比べて50％以上
     下落した場合には減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮し、
     必要と認められた額について減損処理を行っております。

⑥デリバティブ取引関係

　　該当事項はありません。

その他有価証券

その他有価証券
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⑦退職給付関係

　当連結会計年度

１．採用している退職給付制度の概要

親会社においては、退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成16年3月31日現在）

イ． 退職給付債務 △ 67,360 百万円
ロ． 年金資産（退職給付信託を含む） 31,881 百万円
ハ． 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 35,479 百万円
ニ． 会計基準変更時差異の未処理額 7,586 百万円
ホ． 未認識数理計算上の差異 9,933 百万円
ヘ． 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 17,959 百万円
ト． 退職給付引当金 △ 17,959 百万円

（注） 連結子会社では、退職給付債務の算出にあたり、主として簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

イ． 勤務費用　（注）２ 2,380 百万円
ロ． 利息費用 2,056 百万円
ハ． 期待運用収益 △ 569 百万円
ニ． 会計基準変更時差異の費用処理額 2,528 百万円
ホ． 数理計算上の差異の費用処理額 2,937 百万円
ヘ． 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）





5．生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況 

１．生産実績 

    当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度

(15/4～16/3) (14/4～15/3) 増 減 額

金額 金額

   食   料   事   業 9,158 5.6

   薬   品   事   業 12,925 13.9

   ヘルス ケア 事 業 －

   ビ ル 賃 貸 事 業 －

   そ  の  他  事 業 －

   合             計 22,083 8.6

（注）１．金額は売価換算額で表示しております。

　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注実績 

　　当社企業集団は、主に販売計画に基づいて生産計画を立てて生産しております。

　　一部受注生産を行っておりますが、受注高及び受注残高の金額に重要性はありません。

３．販売実績 

　　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

（単位：百万円）

増 減 額

金額 金額

   食   料   事   業 238,414 228,646 9,768 4.3

   薬   品   事   業 108,504 103,037 5,467 5.3

   ヘルス ケア 事 業 18,901 17,192 1,709 9.9

   ビ ル 賃 貸 事 業 2,706 3,041 △ 335 △ 11.0

   そ  の  他  事 業 338 1,535 △ 1,197 △ 78.0

   合             計 368,865 353,453 15,412   �

108,5108,5108080--48140939696B40939696CA82E30> l9984183E6D027020208BC62,706



平成16年3月期 6.個別財務諸表の概要    平成16年5月18日

上場会社名 明治製菓株式会社 上場取引所 東証第１部

コード番号 2202 本社所在都道府県 東京都

(URL http://www.meiji.co.jp)

代表取締役 社長

お客様コミュニケーション部長

TEL (03) 3272 - 6511
決算取締役会開催日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日 単元株制度採用の有無　　有(1単元　1,000　株)

１. 1６年3月期の業績（平成15年4月1日～平成16年3月31日）

(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年3月期 5.3 3,892 41.9 5,892 28.6

15年3月期 2,742 4,581

  

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年3月期 1,971 5.05 - 1.4 2.0 2.2

15年3月期 2,352 6.04 - 1.6 1.6 1.8
(注)①期中平均株式数

    ②会計処理の方法の変更　　　 無

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年3月期 7.00 3.50

15年3月期 7.00 3.50

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年3月期

15年3月期

(注)①期末発行済株式数

    ②期末自己株式数

２. 1７年3月期の業績予想(平成16年4月1日～平成17年3月31日)

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期

通  期

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △ ２３ 円４９ 銭 

※上記の予想は、現時点における事業環境において、入手可能な情報に基づき作成したものであります
　実際の業績は、今後の様々な要因により予想値と異なる可能性があります。

期
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個 別 経 営 成 績 
 

＜当期の概況＞ 

当社は、「既存事業による利益創出」「変化に対応できる社内体制強化」「新分野の開拓による

成長実現」の３項目を基本指針に、各事業分野にわたり強靭な企業体質の確立と収益力の向上に努

めました結果、売上高は２，７１９億５１百万円（前期比５．３％増）、当期純利益は１９億７１

百万円（前期比１６．２％減）となりました。 

 

 売 上 高 内 訳  

（単位：百万円） 

当 期 前 期

１5／４～１6／３ １4／４～１5／３

金   額 ％ 金   額 ％  ％

食     料 153,413 56.4 144,665 56.0 8,748 6.0

（菓子） 131,316 48.3 123,728 47.9 7,588 6.1

（食品） 22,097 8.1 20,937 8.1 1,160 5.5

薬     品 96,829 35.6 93,079 36.1 3,750 4.0

ヘルスケア 18,885 6.9 17,330 6.7 1,555 9.0

そ の 他 2,821 1.0 3,166 1.2 △345 △ 10.9

合     計 271,951 100.0 258,242 100.0 13,709 5.3

（うち輸出） 11,981 4.4 10,173 3.9 1,808 17.8

金    額

  増      減

                                  

    

事業別の営業概況は次のとおりであります。 

食 料 事 業 

 ●菓子 

     菓子は、主力品のブランド別トータルマーケティングの展開と、差別性のある新商品開発に

より、売上の回復と拡大に努めました結果、売上高は１，３１３億１６百万円（前期比６．１％

増）となりました。 

 

      ●食品 

     食品は、高付加価値商品の開発と積極的なマーケティング活動を展開しました結果、売上高

は２２０億９７百万円（前期比５．５％増）となりました。 

    







（単位：百万円）

  科       目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ
2,045 1,102  943
20,154 19,942  212
7,080 7,465 △ 385
5,979 3,034  2,945
4,000 5,000 △ 1,000
7,522 3,460  4,062
9,812 9,218  594
3,427 1,133  2,294

53 32  21
1,130 1,060  70
1,536 2,639 △ 1,103
4,188 5,442 △ 1,254

60 70 △ 10
5,550 5,675 △ 125
538 350  188

4,866 192  4,674
77,946 26.1 65,819 23.1  12,127

Ⅱ  
20,000 20,000  ―
18,742 22,332 △ 3,590
3,880 3,972 △ 92
12,724 9,547  3,177�BT�237519.12 493.2 32.4 10..64 W n �BT17.56  T,060

�BT�237519.12 493.2 03,060



（２）比較損益計算書
   （単位：百万円）

金  額



（３）利益処分案
（単位：百万円）

期　　　　　別 当　    　期 前　    　期

科　　　　　目 金　    　額 金　    　額

Ⅰ 3,033 3,792

Ⅱ

1,380 1,312

1,380 1,312

計 4,413 5,104

Ⅲ

1,340 1,347

（1株につき3.5円） （1株につき3.5円）
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固 定 資 産 圧 縮 縮
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重要な会計方針
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注記事項 
［貸借対照表関係］   
    当    期    前    期 

1. 減価償却累計額 187,216 百万円  182,998 百万円 

       

2. 担保資産及び担保付債務      

 担保に供している資産は次のとおりであります。      

  建物 28,722 百万円  30,283 百万円 

  土地 386 百万円  386 百万円 

  投資有価証券 896 百万円  193 百万円 

 担保付債務は次のとおりであります。      

  長期借入金 6,686 百万円  7,331 百万円 

  （一年以内返済予定長期借入金含む）      

3. 授権株式数は普通株式 796,104,000 株であります。但し定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当する株式数を減ずることとなっております。 

なお、発行済株式の総数は普通株式385,535,116株であります。 

 

4. 自己株式 

当社の保有する自己株式の数 

普通株式      2,462,013 株      462,871  株 

 

5. 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する債権及び債務は次のとおりであります。 

 受取手形及び売掛金 1,558 百万円  1,511 百万円 

 未収金 2,755 百万円  2,589 百万円 

 支払手形及び買掛金 6,287 百万円  6,035 百万円 

 
6. 保証債務 

関係会社外の金融機関借入金については、下記の支払保証を行っております。 

 連結子会社 9,873 百万円  8,943 百万円 

  （11社）  （9社） 

 非連結子会社及び関連社 1,710 百万円  1,794 百万円 

  （3社）  （5社） 

 従業員 1,486 百万円  2,233 百万円 

 計 13,070 百万円  百万液$�    
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［損益計算書関係］  
              当    期                前    期 

 

1. 固定資産売却益のうち主なものは、次の通りであります。 

 土地売却益 464 百万円  土地売却益 1,965 百万円 

 

2. 固定資産廃棄損の内訳は、以下の通りであります。 

 建物 165 百万円  建物 785 百万円 

 機械装置 516 百万円  機械装置 376 百万円 

 その他 42 百万円  その他 433 百万円 

 計 723 百万円  計 1,594 百万円 

 

3. 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の通りであります。 

（1）販売費       

 運送・保管費 9,696 百万円  運送・保管費 9,197 百万円 

 販売促進費 44,228 百万円  販売促進費 41,185 百万円 

 売上割戻引当金繰入額 5,550 百万円  売上割戻引当金繰入額 5,675 百万円 

 広告宣伝費 11,536 百万円  広告宣伝費 10,336 百万円 

 給料賃金 9,598 百万円  給料賃金 8,714 百万円 

 賞与引当金繰入額 1,477 百万円  賞与引当金繰入額 1,856 百万円 

 退職給付費用 1,888 百万円  退職給付費用 1,918 百万円 

 減価償却費 1 百万円  減価償却費 1 百万円 

        

（2）一般管理費       

 給料賃金 7,049 百万円  給料賃金 5,722 百万円 

 賞与引当金繰入額 733 百万円  賞与引当金繰入額 1,186 百万円 

 役員退職慰労 

引当金繰入額 87 百万円 

 役員退職慰労 

引当金繰入額 92 百万円 

 減価償却費 2,896 百万円  減価償却費 3,008 百万円 

 開発費・研究費 10,738 百万円  開発費・研究費 9,547 百万円 

 

4. 
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